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２２０３―CSH―SCSS（S.D.N.Y.）
アメリカ合衆国連邦ニュー・ヨーク南部地区地方裁判所
７１Civ.２２０３（CSH）
判決理由と命令
原告ら：BARBARA HANDSCHU 外
対
被告ら：ニュー・ヨーク市警察局，特殊任務部，特殊任務局および雇員 外
Haight アメリカ合衆国連邦地方最先任裁判官
．背 景
進行している本訴訟は，１９７１年にその起源を有する。当時，ニュー・ヨークの
原告市民は，ニュー・ヨーク市警察局（New York City Police Department）（以
下，「NYPD」という。）の責務を有する者達が，アメリカ合衆国憲法の下で保障
された彼らの権利を侵害する監視と情報収集活動を行っていたと訴えた。一つの
集団（class）が認証され，また，政治的活動の調査中における警察の行為を支
配するガイドラインを確立する同意判決が下された（以下，「ハンチュウ・ガイ
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ドライン」（Handschu Guidelines）という」，または，「ガイドライン」（the Guide-
lines）という。）。そのガイドラインは，２００１年９月１１日の出来事に続く NYPD
の申立てにより変更された【５】＊１。集団訴訟の代理人と NYPDを代理する市の自治
体代理人の間で，ガイドラインの意味と履行に関して紛争が発生し続けた。裁判
所は，その事件において一連の理由を記録として編綴した。この理由には，「第
９ハンチュウ」（Handschu IX）との時代物の番号が付けられている。当裁判所
の最近の判決理由と判決である「第８ハンチュウ（Handschu VIII）」に精通して
いることが推測される。２００７WL１７１１７７５（S.D.N.Y.June１３,２００７）（以下，「６／０７
判決理由」（the６／０７Opinion）または，「６／０７判決（６／０７Order）」という。），同
様に，「第１ハンチュウ」（Handschu I）ないし「第７ハンチュウ」（Handschu VII）
（第８ハンチュウ＊１―５において引用され，概括される）。第５ハンチュウ（Hand-
schu V）２８８F.Supp.２d４１１（S.D.N.Y.２００３）は，以後，「８／０３判決」（８／０３Order）
として，第７ハンチュウ（Handschu VII）４５７ F.Supp.２d ３３１（S.D.N.Y.２００７）は，
「２／０７判決」（２／０７Order）として言及される。訴訟事件の事実は，本件紛争とそ
れらの裁判所による解決を説明するに必要な範囲でのみ詳しく語られる。これら
の紛争は，当裁判所の従前の判決理由と判決の結果として，NYPDが監視ガイド
ライン（Patrol Guideline）に組み入れた NYPDのガイドラインの文脈で生ずる。
参照，６／０７Opinion,２００７WL１７１１７７５, at＊１―４. NYPDガイドラインの全文は，８
／０３Orderの附録として現れる。参照，２８８F.Supp.２d at４１９―３０.
当裁判所の２／０７判決は，NYPDが公然たる示威運動とそれらの参加者を写真撮
影し，また，ビデオに撮ることを規律する，NYPDの長官であるレイモンド・ケ
リー（Raymond Kelly）により下された仮命令４７号（以下，「命令４７号」（Order
４７）という。）の履行を禁止することを求める集団訴訟の代理人の申立てを認容
【５】＊１ この訴訟を通じて，すべての被告らを代理する，ニュー・ヨーク市の地方
自治体の訴訟代理人は，被告人らを，集合的に，「市（the City）」として言及した。
当裁判所の理由は，主たる原告を「NYPD（the NYPD）」として言及する。本判決
または先の判決理由の目的で，その用語は，同義である。
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した。市の代理人は，２／０７判決に不満を示し，連邦民事規則５９と６０（b）（１）と地
方（州）民事規則６．３に基づき，その判決の取消と変更を求める申立てをした。
当裁判所の６／０７判決は２／０７判決を取り消し，そして，その文面上，NYPDに，NYPD
が求めた多くの救済を与えたような体裁を与える。しかしながら，市の代理人は
不満を持ち続けた。火花を散らすような議論が燃え続ける。継続する紛争の性質
を理解するためには，当裁判所の判旨の幾つかを，ある程度詳細に説明する必要
がある。
A．６／０７判決が判示したこと
６／０７判決は，４つの判示事項を含んでいる。
第１に，「同意判決およびガイドラインの現在の言葉の使い方の下では，
原告集団の訴訟代理人による，NYPDが裁判所侮辱罪に該当するとの申立
てが支持されるためには，警察の行動が集団構成員の憲法上の権利を侵害
しなければならない」。２００７ WL １７１１７７５, at＊１０. その判示事項は，当裁
判所の２／０７判決が８／０３判決と矛盾しているとの NYPDの主張を認容した
ものである。したがって，当裁判所は，２／０７判決を取り消した。
第２に，「NYPDにより当裁判所になされた約束から生じた NYPDガイ
ドライン」は，「裁判所の判決にしたがって制定されたこと」，そして，「裁
判所から別段の指示がなければ，NYPDの監視ガイドラインにとどめるよ
う」明示的に命ぜられたので，これらの行為が，「NYPDガイドラインを
当裁判所の衡平法上の権限の範囲に運び入れた」と判示した。２００７ WL
１７１１７５ at＊１０.＊１２. そして，「NYPDが NYPDガイドラインを無視する政
策を採用したことが立証されたならば，当裁判所は，適切な差止命令の救
済を付与するために継続する衡平法上のその権限を行使することができ
る」Id . at＊２０. その判示事項は，「集団訴訟代理人が訴追することができ
ない，また，当裁判所が憲法ではなく NYPDガイドラインに違反する
NYPDの行為を考慮することができないとの，NYPDの主張」を退けた。
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Id . at＊１０. 私は，さらに，NYPDによるビデオ撮影の実施との特別な文脈
において，NYPDガイドラインに合致しない仕方での，関連性がなく，ま
た，常軌を逸した写真撮影とビデオ撮りに対するそのような衡平法上の救
済は，条件とされえなかったと説明した。さらに，「集団訴訟代理人は，
NYPDが公衆の集合とそれらへの参加者を写真撮影しまたはビデオ撮影す
る過程で，NYPDガイドラインを組織的にかつ反復的に無視したことを，
そのような仕方で行為する NYPDの政策を示すに十分な程度まで立証し
なければならないであろう」。Id . at＊２０.
第３に，私は，警察が政治的活動を調査する目的のために情報を収集す
るときだけに，NYPDガイドラインが適用されると，判示した。２００７WL
１７１１７７５, at＊１４―１６. しかしながら，私は，「NYPDにより申し出された目
的が必ずしも決定的でないこと」，かつ，政治的活動を調査する目的が，
調査の仕方または収集された情報の後続する使用などの「客観的な徴候か
ら推論されえた」ことを指摘した。Id . at＊１６. 私は，また，「政治的活動
を調査する目的を意味する」調査目的が，［NYPD］ガイドラインを適用
することを必要とする一方で，調査以外の目的（no-investigative purpose）
の現実に存在することが［NYPD］ガイドラインの適用を排除しない。」
と明記した。Id . at＊１５ n.１６. そして，私は，特に，「NYPDガイドライン
は，政治的活動を調査する目的も（also）存在した限りで，正当な法執行
目的が現存するときには，依然として適用される」と述べた。Id . at＊１５
n.１６.
第４に，規定を考慮した後で，「私は，NYPDガイドラインがその文面
上それゆえに命令４７号により違反されなかった」と判示した。２００７ WL
１７１１７７５, at＊２０. その判示事項は，NYPDの主張を容認した。しかしなが
ら，私は，続けて述べた。「しかし，先に行った分析に照らして，NYPD
ガイドラインが命令４７号により適用されたときに違反されえた可能性は残
る」。Id . 後者の意見は，両当事者の最近の補充意見書により明るみにさ
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れた進行している紛争への道を開く。両当事者は，６／０７判決で私が述べた
ことにより発火された。その意見の一部は，前にも引用された。
政治的活動を調査する目的が現存していたかどうか，現存していたとす
れば，示威運動を写真撮影しまたはビデオに撮ることが NYPDガイドラ
インに違反したかどうかを見極めるために検討される必要があろうという
のが，全体の景色である。
特に，NYPDが無分別にも数ヶ月の懈怠の後で最近提出した宣誓供述書
に照らして，集団訴訟の代理人がそのような訴訟を提起するための十分な
証拠を現在保持していたと信ずるかどうかを語るのは，集団訴訟の代理人
側である。集団訴訟代理人は，命令４７号が NYPDガイドラインに違反す
る仕方で適用されてきたと信ずるならば，また，彼らが適用されたときの
問題（as-applied question）を解決するために必要な証拠となる審問を考
えるならば，彼らは，裁判所にその申請をするかもしれない。同様に，彼
らは，NYPDによる命令４７号の履行を評価するために，その命令により必
要とされる記録化された物の証拠開示を再申請することができる。
第部 C（前掲）で言及した理由により，当裁判所は，同意判決を当裁
判所により変更するために，NYPDがなした NYPDガイドラインに記憶
化された約束を執行する衡平法上の権限を有している一方で，NYPDがそ
の約束を反故にした，NYPDガイドラインと一致しなかった仕方で関連性
がなくまた常軌を逸した写真撮影をしたとの事実認定は，条件とされえな
いことを強調することが有用である。さらに，裁判所の衡平法上の権限を
発動するためには，集団訴訟代理人は，NYPDが公衆の集合とそれらへの
参加者を写真撮影しまたはビデオ撮影する過程で，NYPDガイドラインを
組織的かつ反復的に無視したことを，そのようなやり方で行為する NYPD
の政策を示すに十分な程度まで立証しなければならないであろう。２００７
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WL１７１１７７５, at＊２０. その分析は，Monell v. Dep’t of Soc. Serv. of the City of
New York を模倣する。４３６U.S.６５８,６９４（１９７８）, cited at＊２０n.２０.
B．両当事者の本件における申立て
当裁判所の面前には，目下，二つの申立てが存在する。
まず，NYPDは，連邦民事規則５９および地方民事規則６．３にしたがい，６／
０７判決を変更，改定もしくは再考する判決を求めて申立てをした。市の代理
人は，６／０７判決が，不適切にも，「いかなる当事者によっても法律上実質的
または手続的で，執行可能ないかなる権利を創設するためにも依拠されえな
い」，また，「NYPDまたはニュー・ヨーク市の法的な調査と訴訟に関する特
権に特段何らの制限もおく」ものでないと言明する「留保」と頭書された，
NYPDガイドラインの第１０節を見落した，と主張した。この規定に照らして，
市の代理人は，政策が NYPDガイドラインを無視しまたは違反するとの根
拠に基づき，ある政策に挑戦するすべての訴訟手続は，（１）挑戦された政
策のための正当な法執行活動目的が存在するかどうかの入口での決定に服す
ること（なぜなら，第１０節の留保は，正当な法執行目的により支持された法
執行活動を許容するからである。２００７年６月２７日付け，市の代理人の準備書
面，at ６），そして，（２）集団訴訟の代理人の参加なしに，当裁判所の面前
でのすべての訴訟手続の前に，調査と報告のためのハンチュウ機関（Handchu
Authority）に付託されなければならない＊２。
第２に，集団訴訟代理人は，「NYPDによる仮命令４７号の履行を評価する
ために，その命令により必要とされる記録化された物の証拠開示を求める許
可を当裁判所に求める」。２００７年７月２日付け，集団訴訟代理人の準備書面
at１―２. 集団訴訟代理人は，示唆した。すなわち，そのような証拠開示は，「そ
＊２ ハンチュウ・ガイドラインを変更するための成功裏に終わる NYPDの申立て
は，ハンチュウ機関の責任と権限を制約した。市の代理人の現在の示唆は，それら
の拡張するであろう。
ハンチュウ（Handschu）判決（３・完） 343
のような記録が法執行目的により支持されない状況において，NYPDのビデ
オ撮影政策が政治的活動の広範囲でかつ組織的に記録することを含む」，そ
して，それゆえ，変更ハンチュウ・ガイドラインに違反することが NYPD
の慣行かつ実務であることを立証することの助力となろうと。Id . at２.
．論 議
A．NYPDの改正，変更もしくは再考を求める申立て
市の代理人は，連邦民事手続規則５９および地方民事規則６．３に基づいて，救済
を申し立てる。市の代理人は，また，６／０７の理由と判決に対する上訴書を提出し
た。集団訴訟代理人は，上訴裁判所に上訴を却下するよう答弁した。上訴裁判所
がその申立てについて判決を下す前に，両当事者は，上訴書の撤回に合意した。
本件たる連邦民事手続規則５９および地方民事規則６．３に基づく NYPDの申立ては，
本裁判所に係属している。集団訴訟代理人は，連邦民事手続規則５９の下では，そ
の規則が上訴できる判決または命令だけに適用されるから，この申立てが成立し
ないとする，集団訴訟代理人の考えでは，６／０７判決はそのように性格付けられえ
ない。両当事者は，その問題について，学識豊かな準備書面を交換した。私はそ
の問題を解決する必要がない，なぜなら，NYPDの申立ては，地方民事規則６．３
の下で明らかに成立するからである。その規則は，とりわけ（inter alia）当裁判
所が実質的事項または統制する権威を見落としたとの理由で，一方当事者に，あ
る申立てに対する裁判所の理由また判決の再考を求めることを許容する。当法廷
に係属する事件において，NYPDは，主として，当裁判所の６／０７の理由と判決が
「留保」と頭書され，NYPDのガイドラインがそれで終了する，NYPDのガイド
ラインの第１０節を見落としたと主張した。特に，NYPDは，第１０節の留保の最後
のパラグラフに基づいている。
これらのガイドラインは，専ら，NYPDの内部のガイドラインのために公
布された。それらのガイドラインは，すべての当事者による，民事上または
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刑事上の事項において，法律上実質的または手続的な執行可能なあらゆる権
利を創設することを意図されていないし，意図していないし，また，そのた
めに依拠されえない，また，それらのガイドラインは，NYPDもしくはニュ
ー・ヨーク市の合法的な調査と訴訟上の特権に対して別段のいかなる制限を
するものでない。
この申立てにおいて，NYPDは，６／０７の，裁判所が NYPDのガイドラインに
よる忠実であるとの約束を執行する衡平法上の権限を有するとの判決の再考を，
明確には求めていない。その代わりに，NYPDは，引用された留保に焦点を当て
る。その弁論は，２００７年７月２３日付けの市の代理人の答弁書１頁に抜粋される：
ニュー・ヨーク市の申立ての心髄には，［NYPDの］ガイドラインに忠実
であるとの NYPDの約束を執行する衡平法上の権限は，第１０節の留保が，
［NYPDの］ガイドラインを執行する集団の側のあらゆる権利の創設を制限
することを考慮しなければならない，との原則がある。その集団は，同意判
決も［NYPDの］ガイドラインも，憲法違反がないときに，［NYPDの］ガ
イドラインを執行する手続を開始する権利を許さないことを，裏口から得る
ことはできない。
NYPDの弁論は，当裁判所が NYPDのガイドラインを無視するが，憲法に違
反しない（６／０７の理由が，実際，判示したように），NYPDの政策を監視しまた
是正する衡平法上の権限と義務を有する一方で，第１０節は，当裁判所の監視機能
と訴訟に参加する集団の能力を意味深く制限するように現われる。さらに，NYPD
の申立ては，「NYPDのガイドラインが，また，政治的活動を調査する目的であ
る限りで，正当な法執行目的があるときに依然として適用される」との当裁判所
の以前に下した判決が第１０節に照らして誤りであったと示唆しているように現れ
る。
６／０７判決は，特に，留保を議論しなかった。市の代理人は，適切にも，地方民
事規則６．３を，裁判所が不適切にも見逃したと示唆するために援用した。
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当裁判所は，２８８ F.Supp.２d ４１１, a/k/a（別名）８／０３判決のハンチュウ判決に
おける第１０節の留保を論議した。その判決は，集団訴訟代理人の NYPDガイド
ラインを監視ガイドに含せしめる申立てを認容し，その事件において，当裁判所
の判決の一部とした。集団訴訟代理人は，「NYPDの監視ガイドに含まれるハン
チュウ・ガイドラインがそれで終了する「留保」のパラグラフを変更しないでそ
のままにしておくこと，しかし，（代理人の書簡を引用すれば）「ガイドラインの
最後のパラグラフが同意判決に組み入れたとの事実に照らして読まれ，また，同
意判決の下での手続が申し立てられた同意判決の違反の場合に遂行されうるため
には，改定された理由と判決に含まれるべきであること」」を提案した。Id . at
４１８. 私は，その提案を承認して，以下のように述べた。「このアプローチは，不
公正に NYPDに負担を与えることなしに，原告集団に，最近の催し物により請
け負われた増大する保護を与えると言明した，また，「ガイドラインの「留保」
のパラグラフをそのまま保持することが憲法レヴェルの訴訟を引き起こさないガ
イドラインにしたがうことの関知された懈怠に基づく個人的な法的訴訟（individ-
ual legal actions）から NYPDを保護し続ける」と述べた，そして，「１９８５年にお
ける最初の同意判決の登録に遡るこの集団訴訟の歴史は，個人的な原告ではなく
集団訴訟の代理人（Class Counsel not individual plaintiffs）」が，NYPDは裁判所
侮辱罪に該当するとの申立てを提起するであろうとの当事者の理解を反映する」
と結論した。Id . at４１８―１９（強調は追加）（脚注は省略）．
第５ハンチュウにおいて，私は，判決が原告集団全体を代理する集団代理人と
原告らとしての個人的な集団構成員との間に引いた区別を支持するために第１０節
の留保を解釈した。その区別は，本件の進行中の訴訟において市の代理人により
演じられた中心的役割と，当裁判所とすべての当事者（NYPDを含む）に対する，
集団訴訟代理人が集団のすべての構成員の利益の保護を委託するという実務上の
便益を反映する。第５ハンチュウは，主として，憲法上の請求を取り扱う。６／０７
判決は，当裁判所の衡平なガイドラインの見落としを取り扱うものであるが，本
判決もまた，集団訴訟代理人の要の役割を強調する。６／０７判決は，「ガイドライ
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ンが現在言葉に表されているところの同意判決とガイドラインの下で，集団訴訟
代理人が提訴できないか，また，当裁判所が憲法ではなく NYPDガイドライン
に違反した NYPDの行動を考慮できないかどうか」として提出された第２の問
題を要約した。そして，その問題に消極的に答えた。２００７WL１７１１７７５at＊１０.
本件における当裁判所の従前の判示事項が示されたので，また，注意深い再考
に基づいて，私は，適切に理解された，執行可能な権利の創設に対する第１０節の
制限は，（１）NYPDガイドラインの違反に基づく個人的な法的訴訟と，（２）憲
法違反を引き起こさないが，NYPDガイドラインの違反という分離された訴訟
（isolated instances）に基づく原告集団の名における法的訴訟を禁止する，しか
し，第１０節の留保は，NYPDガイドラインを無視する NYPDの政策に集団訴訟
代理人が挑戦することを排除しないと，結論した。
私は，第１０節留保に基づいて，市の代理人が，NYPDのガイドラインは，正当
な法執行目的が存在するときはいつでも，警察活動に何らの制限をおくものでな
いとする請求には，納得できない。そのような読み方は，NYPDガイドラインの
実質的な要件をまさしく骨抜きにするであろう。そして，事件の歴史と文脈にお
いて不合理である。NYPDが NYPDガイドラインを採択することを約束したと
き，当裁判所が NYPDガイドラインの制定に基づき NYPDの変更を認容するこ
とを条件付けたとき，当裁判所が NYPDガイドラインを NYPD監視ガイドライ
ンの中にとどめることを命じたとき，そして，当裁判所が NYPDガイドライン
を同意判決と変更判決の中に組み入れたときに，両当事者と当裁判所は，明らか
に，NYPDガイドラインの実質的な諸規定―調査のための現実的なガイドライ
ン―を心中に抱いたのであり，単に，警察がある「正当な法執行目的」で行為
するという約束ではない。以前記載した，政治的活動を調査する NYPDの目的
は，［NYPD］ガイドラインを適用する必要がある一方で，ある異なる目的の付
随的な共存は，「NYPD」ガイドラインの適用を排除しない，そして，「NYPDガ
イドラインは，政治的活動を調査する目的が存在する限りで，正当な法執行目的
の現存するときに依然として適用される」との，６／０７判決における判示事項を踏
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襲し，また，再確認する機会をえた。２００７WL１７１１７７５, at＊１５,＊１５n.１６.
第１０節の留保についてこの分析がなされたので，また，本件に関する当裁判所
の以前に判決をなしたときの留保と本件の状況全体を判断して，私は，市の代理
人が政治的活動において調査に関する NYPDガイドラインを無視し，または，
指弾するとの理由での集団訴訟代理人による NYPDの政策へのすべての挑戦が，
その事項が当裁判所により請求される前に，正当な法執行目的がまた存在するか
どうかの，もしくは，調査のためのハンチュウ機関に付託されなければならない
との入口での決定に服するとの，市の代理人の請求を退けた。
B．集団訴訟代理人の証拠開示を求める申立て
集団訴訟代理人は，当裁判所に，「NYPDによる命令４７号の履行を評価するた
めに，仮命令４７号により必要とされた記録の開示を求める許可」を申し立てた。
集団訴訟代理人，２００７年７月２日付けの書簡，at２―３.
責任を有する NYPDの官吏が仮命令４７号に含まれる記録化の要請にしたがっ
たならば，無視できないある書面の痕跡が，写真または可視的な記録（ビデオ撮
影すること）の装備の使用を意図する各警察官の要請により創り出された。特に，
命令４７号は，写真またはビデオ撮影の装備の使用を意図する当局の「幹部官吏」
に，そのような装備と訓練された人員の配備を求める「監視行政区／局の指揮官」
に，「タイプ印刷されたレター・ヘッド」上に書かれた報告書を提出することを
要請する。その要請は，出来事または催し物について記録されるべき，日付，時
刻そして場所，関係する個人もしくは集団，そして，「記録さるべき特別の許容
可能な，対象物」を含まなければならない。監視行政区／局の指揮官は，その目
的のために維持される日誌に，各々のそのような要請を記載するすること，そし
て，その要請に対する承認または不承認，不承認についてはその理由を付して，
記録することが必要である。承認された写真撮影またはビデオ撮影の履行に基づ
き，記録物は，「それらの映像が記録された日から少なくとも１年間」保管され
るべきであり，また，索引を付け，検索を助けるために，各記録に保存された催
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し物と活動を記述する摘要書が準備されなければならない。１年後，刑事上の活
動の証拠を含まず，または，例えば，「訴訟，訓練，活動後の報告書などの他の
目的に有益であるとみなされ」ない，また，それ故に，その理由で保存されない
資料は，「廃棄されうる」。仮命令４７号 at２―４.
私が，２００７年７月２日の日付のある書簡（at １―２）で，予め述べたように，ハ
ンチュウ原告集団訴訟代理人は，今，NYPDによる仮命令４７号の履践を評価する
ために，その命令により必要とされる記録の証拠開示を求める許可を請求する。
私たちは，変更また留保することを意図する，証拠開示に関する目立った注記が
存在すると指摘した。その証拠開示を行った後で，私たちは，集団訴訟の申立て
を立証するために，NYPDのビデオ撮影政策が，その記録することが法執行目的
により支持されない状況下で，政治的活動を広範囲でかつ組織的に記録すること
に関連すること，また，それゆえに，変更ハンチュウ・ガイドラインに違反する
ことが NYPDの慣行また実践であることの証拠を，裁判所に，提出することを
求めるであろう。
代理人弁護士に然るべきすべての敬意を払うと，この文書には，ある程度の弁
護士の後悔が存在する。いかなる開示が明るみされるかについての弁護士により
明言された信念は，全く確証がない。記録における目下の唯一の証拠は，以前の
意見陳述で言及された二つの公然たる示威運動のビデオ撮影と関係がある。そこ
では，集団のメンバーの証言により提出された宣誓供述書に含まれた記述と
NYPDの代理人の証言は，両立しえない。参照，６／０７, Opinion,２００７WL１７１１７７５,
at４―６
この証拠の制限された量は，市の代理人に「ある政策が存在することを信ずる
事実の基礎が存在するか否かにかかわらず，集団訴訟代理人の単なる気まぐれ」
にも基づくものであるとして，集団訴訟代理人による本証拠開示を求める請求を
却下し，そして，証拠開示を認めることは，「集団訴訟代理人による NYPDを監
視する，すなわち，同意判決と大きな相違をもたらす結果となる」と主張するこ
とに導く。市の代理人に同等の尊敬を払うと，ここにもまた，弁護士の幾つかの
ハンチュウ（Handschu）判決（３・完） 349
鼓動が存在する。同意判決の言葉使いにおける「監視者」は，裁判所により，監
視される個人または組織の将来も行動について観察し，指図し，報告するために
任命された。集団訴訟代理人が，その職務を遂行することはない。証拠開示が認
められたならば，開示を認める裁判所の判決日に実効的となったその日から，仮
命令４７号により創り出された．現在存在する記録に限定されるであろう。そして，
その記録に含まれた公の催し物についての広範囲に異なる説明がなされるならば，
集団訴訟の代理人の要請を「単なる気まぐれ」におぼれているとして，見くびる
ことは公平ではない。
私は，求められた証拠開示により NYPDによる仮命令４７号の履行に関して論
議された事実上の争点について光を当てることができるようになることが明らか
であると考える。例えば，記録された物は，政治的活動の調査の監査の責務を有
するコーエン（Cohen）諜報局次官に対して，仮命令４７号の下でビデオ撮影をす
る要請書の承認を一度も求められなかったという明白な事実が，NYPDはガイド
ラインを無視する NYPDの政策を示しているかどうかを明らかにする助けとな
りうる。私が，そのような事実の判明を予告するものとして理解されてはならな
い。私は，ただ集団訴訟の代理人が請求資格があるというにとどまる。
集団訴訟により求められた記録の開示は，範囲，すなわち，仮命令４７号の実施
により創り出された記録に限定される。このことは，NYPDに不当に負担を与え
るものでない。集団訴訟の代理人は，６／０７, Opinion,２００７WL１７８１１７７５, at２０に
記述された請求の種類に関して，さらなる証拠開示または他の訴訟を正当化する
責任を負担するであろう。集団訴訟の代理人の証拠開示を求める要請は，認容さ
れる。
これらの記録が，国家機密に関する内容であるならば，保護手段が利用可能で
ある。すなわち，弁護士だけが見ることができる秘密保持，複写を禁止しまたは
制限すること，また，関連する救済措置，これらは，示唆にとどまる。私は，い
かなる保護手段が，存在するとすれば，現実に適所に採用されるかに関する現在
の所見を公にしない。代理人は，本件訴訟を特徴付けた，一方が望むならば，保
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護命令に関して合意する相互に誠意をもって協働することを指図される。合意が
なされなければ，裁判所がすべての見解の相違を解決するであろう（下線による
強調は，翻訳者）。
． 結 論
以上の理由で，当裁判所は，以下の判決をする。
１．６／０７理由と判決が連邦民事規則５９の範囲に該当すると判決する必要が
ないと推測して，NYPDの規則５９の下で救済を求める申立ては，却下さ
れる。
２．NYPDの地方民事規則６．３の下で開示を求める申立ては，却下される。
３．２００７年７月２日付けの集団訴訟代理人書簡に言及されるところの，彼
らの証拠開示を求める申立ては，認容される。
４．本件訴訟は，この理由と判決と一致する仕方で行われるであろう。
以上，判決する＊３。
日付：ニュー・ヨーク市
２００８年２月２７日
＊３ 推測するに，市の代理人は，他の上訴書を提出することを考慮するであろう。
６／０７判決と本判決が上訴されるか否かは，上訴裁判所が決定することである。これ
らの判決が権利として上訴できないならば，また，提出された争点の重要性が仮定
されるならば，当裁判所は，２８ U.S.C.§ １２９２（b）にしたがい，中間上訴のための命
令を認証する申請を考慮するであろう。地方裁判所の証拠開示命令から中間的上訴
の先例がある。Herbert v.Lando, ７３ F.R.D.３８７（S.D.N.Y.１９７７）事件において，有名
人によりテレビ局に対して，名誉毀損訴訟が提起された。裁判所は，問題とされて
いるプログラムを制作する際の被告らの編集過程の証拠開示を強いる命令を認容し
た。第二巡回裁判所は，それを覆した（５６８F.２d９７４（２d Cir.１９７７））。最高裁は，第
二巡回裁判所の判決を破棄し，裁量上訴を認容した，そして，当裁判所の証拠開示
命令を復権させた。４４１U.S.１５３（１９７９）
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Charles S. Haight, Jr. 連邦地方裁判所最先任判事
【付記】
この翻訳の契機となった，いわゆる集会妨害国賠訴訟（東京地裁平成２０年（ワ）
第３５１６４号損害賠償等請求事件）に関連して，原告らが申し立てていた文書提出
命令申立事件（平成２２年（モ）第５３６号）において，平成２２年９月２２日東京地裁
民事３３部（本間健裕裁判長）は，「平成２０年１０月１３日付け警視庁公安部第二課員
ら作成の「『１０・１３怒りの大集会』の開催結果」と題する文書の一部について，
文書提出命令を求める申立てを認容した。
【追記】
東京高裁平成２２年（ラ）第１８９２号一部文書提出命令に対する抗告事件について，
東京高裁第１９民事部が平成２２年１２月３日になした決定（青馨裁判長）（同月６
日告知）は，「本件報告書は，既出部分等に限定しても，これが開示された場合
には，革マル派はもちろん，革マル派以外の反社会的集団的構成員及び関係者に
警察の情報収集活動の手法が知られることとなり，反社会的集団が警察の情報収
集活動に対して防衛措置を講ずることが可能となるのであって，警察が公共の安
全と秩序維持を目的として行う情報収集活動に支障が生ずるおそれが十分にある
というべきである。そして，このような事態が生ずるおそれは，「犯罪の予防，
鎮圧又は捜査，公訴の維持，刑の執行その他の公共の安全と秩序の維持に支障を
及ぼすおそれ」（民訴法２２３条４項）に当たるというべきである」として，抗告人
（東京都）に文書の提出を命じた部分の取消を認めた。
これに対して，私たちは，平成２２年１２月１０日最高裁に特別抗告の提起と許可抗
告申立てを行った。思想・良心・表現・集会の自由，また，集会開催の自由とい
う基本的人権を不当かつ違法に侵害された者の主張が一顧だにされず，警察によ
る「情報収集」や「視察」が「公務の遂行」にあたるそれだけの理由で，基本的
人権の侵害の状況を確認する術すら認めない司法とは，一体何なのであろうか。
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１月１３日付で抗告不許可の決定が下された。国民主権の見地から「国民共有の
財産」である公文書＝本件報告書は，原則として開示されるべきである。
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